
本
会
の
委
員
会
は
、
1
月
16
日

の
国
会
対
策
委
員
会
の
開
催
を
は

じ
め
と
し
て
、
2
月
2
日
に
地
方

財
政
委
員
会
、
6
日
に
地
方
行
政

委
員
会
、
9
日
に
社
会
文
教
委
員

会
、
13
日
に
建
設
運
輸
委
員
会
、

22
日
に
産
業
経
済
委
員
会
を
開
催

す
る
予
定
と
し
て
い
る
。
そ
れ
ぞ

れ
、
今
年
度
の
活
動
の
と
り
ま
と

め
の
委
員
会
と
な
る
。

各
委
員
会
で
は
、
29
年
7
月
・

8
月
、
11
月
に
政
府
・
与
党
、
地

元
選
出
国
会
議
員
な
ど
に
対
し
要

望
し
た
所
管

の
要
望
事
項

結
果
の
概
要

を
報
告
。
ま

た
、
次
年
度
委
員
会
へ
の
申
し
送

り
事
項
を
協
議
す
る
（
国
対
委
除

く
）
。
そ
の
ほ
か
、
関
係
省
庁
の

職
員
を
講
師
と
し
て
説
明
を
聴
取

す
る
。

3
月
下
旬
に
経
過
概
要
を
全
市

区
へ
送
付
。
5
月
30
日
開
催
の
第

94
回
定
期
総
会
前
に
は
各
委
員
会

か
ら
要
望
結
果
報
告
を
取
り
ま
と

め
、
全
市
区
に
送
付
す
る
予
定
。

総
会
で
は
、
各
委
員
会
か
ら
要
望

結
果
の
報
告
を
行
う
。

国
会
対
策
委
員
会
（
委
員
長
�

新
藤
信
夫
さ
い
た
ま
市
議
会
議

長
）
は
1
月
16
日
、
全
国
都
市
会

館
で
正
副
委
員
長
会
議
の
後
、
第

1
3
4
回
委
員
会
を
開
催
し
た
。

委
員
会
の
冒
頭
、
新
藤
委
員
長

は
挨
拶
の
中
で
、
要
望
活
動
に
当

た
っ
て
の
委
員
の
協
力
に
対
し
お

礼
を
述
べ
、
主
な
要
望
活
動
の
結

果
を
簡
潔
に
報
告
し
た
。

続
い
て
、
総
務
省
か
ら
の
講
師

説
明
を
聴
取
、
事
務
報
告
を
了
承

し
、
協
議
に
入
っ
た
。

協
議
で
は
、
29
年
度
要
望
事
項

の
結
果
概
要
（
簡
潔
化
し
下
掲
）

を
了
承
。
ま
た
、
今
後
の
運
営
に

つ
い
て
、
▽
5
月
30
日
開
催
の
第

94
回
定
期
総
会
で
新
藤
委
員
長
か

ら
要
望
結
果
を
報
告
す
る
▽
今
後
、

対
応
す
る
事
案
が
生
じ
た
場
合
は
、

正
副
委
員
長
で
対
応
す
る
▽
委
員

に
欠
員
が
生
じ
た
場
合
は
残
任
期

間
を
欠
員
と
す
る
―
こ
と
と
し
た
。

な
お
、
講
師
説
明
で
は
、
稲
岡

伸
哉
・
総
務
省
大
臣
官
房
審
議
官

（
税
務
担
当
）
か
ら
「
平
成
30
年

度
地
方
税
制
改
正
に
つ
い
て
」
と

題
し
、
▽
森
林
環
境
税
（
仮
称
）

等
の
創
設
▽
固
定
資
産
税
等
▽
ゴ

ル
フ
場
利
用
税
―
な
ど
に
つ
い
て
、

出
口
和
宏
・
同
省
自
治
財
政
局
調

整
課
長
か
ら
「
平
成
30
年
度
地
方

財
政
対
策
に
つ
い
て
」
と
題
し
、

▽
地
方
財
政
計
画
と
基
金
▽
地
方

財
政
対
策
の
ポ
イ
ン
ト
―
な
ど
に

つ
い
て
、
そ
れ
ぞ
れ
説
明
が
あ
っ

た
。

【
要
望
事
項
の
主
な
結
果
概
要
】

1
地
方
創
生
及
び
地
方
分
権
改
革

の
推
進

①
地
方
創
生
の
推
進
―
ま
ち
・
ひ

と
・
し
ご
と
創
生
事
業
費
を
1

兆
円
計
上
。
地
方
創
生
推
進
交

付
金
を
1
0
0
0
億
円
計
上
。

地
方
大
学
・
地
域
産
業
創
生
事

業
1
0
0
億
円
を
創
設
。

②
地
方
分
権
改
革
の
推
進
―
29
年

提
案
募
集
方
式
で
2
0
7
件
中

1
8
6
件
が
実
現
・
対
応
、
法

律
改
正
事
項
に
つ
い
て
一
括
法

案
を
通
常
国
会
に
提
出
予
定
。

2
平
成
30
年
度
税
制
改
正
等

①
固
定
資
産
税
―
中
小
企
業
対
象

の
3
年
間
の
時
限
的
な
特
例
措

置
（
市
町
村
が
条
例
で
ゼ
ロ
か

ら
2
分
の
1
ま
で
軽
減
可
）
を

創
設
。
28
年
度
創
設
の
特
例
措

置
は
30
年
度
末
で
廃
止
。
償
却

資
産
に
対
す
る
固
定
資
産
税
の

制
度
堅
持
。

②
ゴ
ル
フ
場
利
用
税
―
今
後
長
期

的
に
検
討
。

③
森
林
環
境
税
（
仮
称
）
等
―
31

年
度
税
制
改
正
で
森
林
環
境
税

・
森
林
環
境
譲
与
税
（
と
も
に

仮
称
）
を
創
設
。

3
平
成
30
年
度
地
方
財
政
対
策

①
一
般
財
源
総
額
の
確
保
等
―
一

般
財
源
総
額
は
0
・
04
兆
円
増

の
62
・
1
兆
円
を
確
保
。

②
公
共
施
設
等
の
適
正
管
理
の
推

進
―
公
共
施
設
等
適
正
管
理
推

進
事
業
費
は
0
・
1
兆
円
増
の

0
・
5
兆
円
を
計
上
。

③
歳
出
特
別
枠
の
廃
止
及
び
必
要

な
歳
出
の
確
保
―
公
共
施
設
等

の
老
朽
化
対
策
な
ど
の
経
費
、

社
会
保
障
関
係
の
単
独
事
業
費

増
に
対
応
し
た
歳
出
を
0
・
2

兆
円
確
保
し
た
上
で
、
歳
出
特

別
枠
（
29
年
度
0
・
2
兆
円
）

を
廃
止
。

④
東
日
本
大
震
災
分
―
震
災
復
興

特
別
交
付
税
0
・
4
兆
円
を
確

保
。

4
防
災
・
減
災
対
策
の
充
実
強
化

―
内
閣
府
防
災
部
門
予
算
に
62

億
3
2
0
0
万
円
を
計
上
。
国

土
交
通
省
水
管
理
・
国
土
保
全

局
関
係
予
算
で
防
災
意
識
社
会

へ
の
転
換
の
加
速
化
に
4
6
8

5
億
円
、
防
災
・
安
全
交
付
金

に
1
兆
1
0
5
7
億
円
を
計
上
。

気
象
庁
関
係
予
算
で
防
災
気
象

情
報
の
強
化
に
36
億
3
2
0
0

万
円
を
計
上
。
消
防
庁
予
算
に

1
4
2
億
9
0
0
0
万
円
を
計

上
。

5
東
日
本
大
震
災
か
ら
の
復
旧
・

復
興
―
復
興
庁
予
算
に
1
兆
6

3
5
7
億
円
を
計
上
。

6
地
方
議
会
議
員
の
厚
生
年
金
へ

の
加
入
―
委
員
会
開
催
時
点
で

は
法
整
備
は
実
現
し
て
い
な
い
。

第2038号2月5日平成30年
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○
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均
年
齢
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齢
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近
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回
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初
）
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催
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概
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本
会
は
29
年
12
月
、
「
市
議
会

議
員
の
属
性
に
関
す
る
調
（
平
成

29
年
8
月
集
計
）
」
を
本
会
ホ
ー

ム
ペ
ー
ジ
で
公
表
し
た
。
調
査
は

「
全
国
市
議
会
現
況
調
査
」
及
び

「
全
国
市
議
会
議
員
現
況
調
査
」

と
し
て
、
全
国
8
1
4
市
区
を
対

象
に
オ
ン
ラ
イ
ン
調
査
に
よ
り
行

い
、
回
収
率
は
1
0
0
％
。
公
表

項
目
は
①
議
員
の
年
齢
構
成
②
議

員
の
在
職
年
数
③
議
員
の
兼
業
の

状
況
④
議
員
の
所
属
党
派
⑤
市
議

会
事
務
局
職
員
数
―
の
5

項
目
。
本
紙
で
は
、
調
査

結
果
に
つ
い
て
、
一
部
、

過
去
の
結
果
も
取
り
上
げ

掲
載
す
る
。
な
お
、
調
査

回
答
時
の
議
員
数
は
1
万

9
1
7
2
人
。

議
員
の
年
齢
構
成

議
員
の
年
齢
構
成
（
表

①
）
を
見
る
と
、
男
女
合

わ
せ
て
一
番
割
合
が
高
い

年
代
は「
60
〜
70
歳
未
満
」

の
41
・
6
％
。次
い
で「
50

〜
60
歳
未
満
」
の
24
・
8

％
。男

女
別
に
見
て
も
同
じ

順
で
あ
り
、
「
60
〜
70
歳

未
満
」
で
は
女
性
39
・
8

％
、
男
性
41
・
9
％
、「
50

〜
60
歳
未
満
」
で
は
女
性

33
・
6
％
、
男
性
23
・
3

％
と
な
っ
て
い
る
。
た
だ

し
、
「
60
〜
70
歳
未
満
」

と
「
50
〜
60
歳
未
満
」
と

の
差
を
男
女
別
に
見
る
と
、

女
性
の
6
・
2
ポ
イ
ン
ト

差
に
対
し
、
男
性
は
18
・
6
ポ
イ

ン
ト
差
が
あ
る
。

ま
た
、
「
80
歳
以
上
」
は
男
性

が
86
人
に
対
し
、
女
性
は
1
人
。

男
女
合
わ
せ
て
の
平
均
年
齢
は

59
・
2
歳
と
な
り
、
20
年
の
調
査

開
始
以
来
、
10
年
間
で
最
も
高
く

な
っ
た
（
表
②
）
。

な
お
、
表
②
を
見
る
と
、
統
一

地
方
選
挙
の
あ
っ
た
23
年
、
27
年

の
平
均
年
齢（
23
年
57
・
7
歳
、
27

年
58
・
1
歳
）
が
、
前
年
（
22
年
58

歳
、
26
年
59
・
0
歳
）よ
り
低
く
な

っ
て
い
る
。

議
員
の
在
職
年
数

議
員
の
在
職
年
数
（
表
③
）
を

見
る
と
、
男
女
合
わ
せ
て
一
番
割

合
が
高
い
年
数
は
「
10
〜
20
年
未

満
」の
39
・
9
％
。
次
い
で
、「
5

年
未
満
」
の
26
・
8
％
、
「
5
〜

10
年
未
満
」
の
22
・
9
％
。

ま
た
、
40
年
以
上
の
議
員
は
、

男
性
が
「
40
〜
50
年
未
満
」
57
人
、

「
50
年
以
上
」
2
人
の
59
人
に
対

し
て
、
女
性
は
0
人
。

10
年
未
満
の
議
員
は
49
・
7
％

と
な
り
、
調
査
開
始
以
来
、
初
め

て
50
％
を
下
回
っ
た
（
表
④
）
。

な
お
、
表
④
を
見
る
と
、
統
一

地
方
選
挙
の
あ
っ
た
23
年
、
27
年

の
10
年
未
満
の
議
員
の
割
合
（
23

【
3
面
へ
続
く
】

平均
年齢

59.5歳

57.5歳

59.2歳

80歳
以上

86人
（0.5％）

1人
（0.0％）

87人
（0.5％）

70～80
歳未満

2，513人
（15.4％）

215人
（7.6％）

2，728人
（14.2％）

60～70
歳未満

6，835人
（41.9％）

1，131人
（39.8％）

7，966人
（41.6％）

50～60
歳未満

3，809人
（23.3％）

955人
（33.6％）

4，764人
（24.8％）

40～50
歳未満

2，156人
（13.2％）

372人
（13.1％）

2，528人
（13.2％）

30～40
歳未満

855人
（5.2％）

162人
（5.7％）

1，017人
（5.3％）

30歳
未満

73人
（0.4％）

9人
（0.3％）

82人
（0.4％）

年齢
議員数

16，327人
（85.2%）

2，845人
（14.8%）

19，172人
（100.0％）

男性

女性

合計

29年

59.2歳

28年

58.7歳

27年

58.1歳

26年

59.0歳

25年

58.7歳

24年

58.2歳

23年

57.7歳

22年

58歳

21年

58歳

20年

57歳

年

平均
年齢

50年
以上

2人
（0.0％）

0人
（0.0％）

2人
（0.0％）

40～50
年未満

57人
（0.3％）

0人
（0.0％）

57人
（0.3%）

30～40
年未満

456人
（2.8％）

37人
（1.3％）

493人
（2.6%）

20～30
年未満

1，279人
（7.8％）

158人
（5.6％）

1，437人
（7.5%）

10～20
年未満

6，563人
（40.2％）

1，094人
（38.5％）

7，657人
（39.9%）

5～10
年未満

3，715人
（22.8％）

670人
（23.6％）

4，385人
（22.9%）

5年
未満

4，255人
（26.1％）

886人
（31.1％）

5，141人
（26.8%）

在職年数
議員数

16，327人
（85.2％）

2，845人
（14.8％）

19，172人
（100.0%）

男性

女性

合計

29年

49.7％

28年

57.0％

27年

61.8％

26年

54.5％

25年

58.7％

24年

59.4％

23年

67.9％

22年

61.5％

21年

61.2％

20年

63.2％

年

割合

平
均
年
齢
59
・
2
歳
、議
員
専
業
は
43
・
2
％

い
ず
れ
も
調
査
開
始
以
来
最
高

本会調査

―
市
議
会
議
員
の
属
性
に
関
す
る
調
―

※調査結果を基に、各性別の年齢構成の区分ごとの割合（％）のみ本紙が加えて作成。
※括弧内は各性別・合計の議員数に占める割合。それぞれ小数点以下第2位を四捨五入で表記しているため合計数は100％
とならない。

※調査結果を基に、各性別の年齢構成の区分ごとの割合（％）のみ本紙が加えて作成。
※括弧内は各性別・合計の議員数に占める割合。それぞれ小数点以下第2位を四捨五入で表記しているため合計数は
100％とならない。

※過去の調査結果を基に本紙が作成。
※20年から22年は調査結果に小数点以下の表記がない。

※過去の調査結果を基に本紙が作成。
※割合（％）は、在職10年未満の議員数が合計の議員数に占める割合。

表④ 在職10年未満議員の全体に占める割合の推移

表② 議員の平均年齢の推移

表① 議員の年齢構成

表③ 議員の在職年数

第2038号 平成30年2月5日 （2）全 国 市 議 会 旬 報
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0

25.0

30.0

35.0

40.0

45.0

55.0

60.0

65.0

70.0
(％)

56.8 57.6

：男性
：女性
：合計

56.9 56.6 56.1

60.8 62.2
64.7

66.8 67.4

30.8 31.6 32.0
33.8 33.9

36.4
38.1

40.5
42.3 43.2

27.1 27.8 28.2
30.3 30.4

32.6
34.3

36.5
38.1 38.9

29(年)282726252423222120

【
2
面
か
ら
続
く
】

年
67
・
9
％
、
27
年
61
・
8
％
）
が
、

前
年
（
22
年
61
・
5
％
、
26
年
54
・

5
％
）
よ
り
高
く
な
っ
て
い
る
。

議
員
専
業
の
状
況

議
員
の
兼
業
状
況
の
調
査
結
果

か
ら
、
専
業
状
況
を
表
⑤
と
し
て

抜
粋
し
た
。
男
女
合
わ
せ
て
の
専

業
割
合
は
43
・
2
％
。
女
性
67
・

4
％
、
男
性
38
・
9
％
と
な
っ
て

い
る
。

20
年
以
降
の
10
年
間
の
議
員
専

業
割
合
の
推
移
（
グ
ラ
フ
）
を
見

る
と
、
男
性
と
男
女
合
わ
せ
て
の

専
業
割
合
は
、
毎
年
増
し
て
い
る
。

市
議
会
事
務
局
職
員
数

市
議
会
事
務
局
の
人
口
段
階
別

の
平
均
職
員
数
は
表
⑥
の
通
り
。

全
国
自
治
体
病
院
経
営
都
市
議

会
協
議
会
（
会
長
�
増
田
暢
之
磐

田
市
議
会
議
長
）
は
1
月
18
日
、

都
市
セ
ン
タ
ー
ホ
テ
ル
で
正
副
会

長
・
監
事
・
相
談
役
会
議
を
開
催

し
た
。

会
議
で
は
、増
田
会
長
か
ら「
自

治
体
病
院
が
地
域
の
ニ
ー
ズ
に
応

じ
た
良
質
な
医
療
を
持
続
的
に
提

供
で
き
る
よ
う
、
引
き
続
き
精
力

的
な
要
望
活
動
が
必
要
で
あ
る
」

な
ど
の
挨
拶
が
あ
っ
た
。
続
い
て
、

総
務
省
、
厚
生
労
働
省
か
ら
の
講

師
説
明
の
後
、
事
務
報
告
を
了
承

し
、
協
議
に
入
っ
た
。

協
議
で
は
、
平
成
29
年
度
要
望

結
果
概
要
（
速
報
）
に
つ
い
て
、

30
年
度
厚
生
労
働
省
予
算
案
で
▽

地
域
医
療
構
想
の
達
成
に
向
け
た

取
組
の
推
進
に
公
費
9
3
3
億
6

6
0
0
万
円
（
う
ち
国
費
6
2
2

億
4
4
0
0
万
円
）
▽
救
急
医
療

体
制
の
整
備
に
4
億
2
0
0
0
万

円
▽
小
児
・
周
産
期
医
療
体
制
の

充
実
に
4
億
2
1
0
0
万
円
▽
へ

き
地
保
健
医
療
対
策
の
推
進
に
25

億
7
5
0
0
万
円
▽
―
な
ど
が
計

上
さ
れ
、
30
年
度
診
療
報
酬
・
薬

価
等
改
定
が
▽
診
療
報
酬
本
体
0

・
55
％
増
▽
薬
価
1
・
36
％
減
▽

材
料
0
・
09
％
減
―
と
な
っ
た
こ

と
な
ど
の
説
明
が
あ
り
、
こ
れ
を

了
承
し
た
。
な
お
、
要
望
結
果
の

詳
細
は
、
4
月
の
正
副
会
長
・
監

事
・
相
談
役
会
議
、
5
月
の
第
46

回
定
期
総
会
で
改
め
て
報
告
す
る

と
し
た
。

今
後
の
会
議
・
活
動
日
程
で
は
、

4
月
6
日
の
監
事
会
議
、
正
副
会

長
・
監
事
・
相
談
役
会
議
、
役
員

選
考
委
員
会
の
開
催
、
5
月
9
日

の
第
76
回
理
事
会
、
第
46
回
定
期

総
会
の
開
催
に
つ
い
て
了
承
し
た
。

講
師
説
明
で
は
、
伊
藤
正
志
・

総
務
省
自
治
財
政
局
公
営
企
業
課

準
公
営
企
業
室
長
か
ら
「
地
域
医

療
の
確
保
と
公
立
病
院
改
革
の
推

進
に
関
す
る
調
査
研
究
会
報
告
書

に
つ
い
て
」
と
題
し
、
▽
地
域
医

療
を
取
り
巻
く
環
境
の
変
化
及
び

公
立
病
院
の
現
状
▽
地
域
医
療
の

確
保
と
公
立
病
院
改
革
を
進
め
て

い
く
上
で
4
つ
の
視
点
か
ら
見
た

課
題
▽
病
院
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
の
観

点
か
ら
の
経
営
手
段
の
充
実
―
な

ど
に
つ
い
て
説
明
が
あ
っ
た
。
ま

た
、
櫻
本
恭
司
・
厚
生
労
働
省
医

政
局
医
事
課
医
師
臨
床
研
修
専
門

官
か
ら
「
制
度
改
正
に
向
け
た
医

師
偏
在
対
策
に
つ
い
て
」
と
題
し
、

①
医
療
提
供
体
制
に
お
け
る
課
題

②
医
師
偏
在
の
実
態
③
こ
れ
か
ら

の
抜
本
的
な
医
師
偏
在
対
策
―
に

つ
い
て
説
明
が
あ
っ
た
。

議員専業

6，357人（38.9％）

1，918人（67.4％）

8，275人（43.2％）

議員数

16，327人

2，845人

19，172人

性別

男性

女性

合計

全国

814

7.9人

指定
都市

20

34.3人

50万人
以上

15

20.0人

40～50
万人
未満

22

18.0人

30～40
万人
未満

27

16.1人

20～30
万人
未満

47

13.0人

10～20
万人
未満

155

8.6人

5～10
万人
未満

256

5.9人

5万人
未満

272

4.5人

人 口

市区数

平 均
職員数

2月5日現在の市区数
指定都市 20市
中核市 48市
施行時特例市 36市
一般市 687市
特別区 23区
計 814

表⑤ 議員専業の状況

※調査結果から抜粋し、本紙が作成。
※括弧内は各性別・合計の議員数に占める割合。

病院協役員会の模様

病院協

要
望
結
果
概
要

を
了
承

速
報

正
副
会
長
・
監
事
・
相
談
役
会
議
で

※調査結果から抜粋し、本紙が作成。
※臨時・非常勤職員除く。

表⑥ 市議会事務局職員数

※過去の調査結果と合わせて本紙が作成。

グラフ 議員の専業割合の推移（調査開始以降）

挨拶する増田会長
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